
 

「令和元年度消費生活関連施策推進状況等に関する年次報告書」概要 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２ 公正な消費者取引の確保 

・関係法令等に基づく表示の適正化の推進 

・セミナーの開催による普及啓発 

区          分 H30 R1 

   117 件 106 件 

    0 件 0 件 

   20 件 11 件 

  6 カ所 6 カ所 

・不当な取引方法の規制、消費者取引適正化 

区          分 H30 R1 

    3 件 2 件 

    7 件 1 件 

   37 件 28 件 
 

（市町村における苦情相談処理への支援） 

・道立消費生活センターに市町村から寄せられた苦情処理の照会等への助言 

・各種研修等の実施による市町村の消費生活相談員の人材育成等 

第３ 消費者の安全・安心の確保 

・消費者事故等の情報をメーリングリスト等により提供し、関係機関での情報共有を促進 

・生活関連商品の価格動向調査等を毎月行い、結果を道のホームページ等で公表 

第４ 消費者意見の反映 

・消費生活地域協議会の開催や消費生活モニターからの意見聴取 

（道立消費生活センターへの主な相談内容） 

項 目 件数 
主 な 内 容 

H30 R 元 

商 

品 

食料品 429 件 676 件 通信販売による健康食品や飲料の契約・解約、販売方法等 

商品一般 800 件 620 件 公的機関と誤認させる架空請求のハガキやメール等 

教養娯楽品 415 件 443 件 スマホやモバイル専用端末機器、新聞等の契約・解約等 

役 
 

務 

運輸･通信サービス 1,317 件 1,356 件 
有料サイト等に係る不当請求、固定電話や移動通信ｻｰﾋﾞｽ、ｲﾝ

ﾀｰﾈｯﾄ通信ｻｰﾋﾞｽ（光回線）の契約・解約、販売方法等 

 469 件 423 件 賃貸住宅（集合住宅や戸建）等の契約・解約、価格・料金等 

金融･保険サービス 377 件 338 件 サラ金、生命保険、投資商品等の契約・解約、販売方法等 

 

（多重債務対策の推進） 

・貸金業相談員の配置、苦情相談専用フリー

ダイヤル等への対応（受付件数 179 件） 

第１ 消費者苦情等の処理及び消費者被害の救済 

・道立消費生活センターに有資格相談員を 12 名配置 

区  分 R1 年度 前年度比 

相談受付件数 6,411  ＋ 223  

 うち苦情件数 5,369  ＋ 186  

・電子メールでの 24 時間相談受付 

・年齢や障がいなどの特性に応じ関係機関と連携強化 

・商品テストを実施、事業者等への改善の申し入れ 
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・地域消費者被害防止ネットワーク設立の働きかけ

(令和元年度：北広島市に設立、計 70 地域で設立済) 

・消費者被害の救済に向け、北海道消費者苦情処理委

員会での意見交換、適格消費者団体への情報提供 

区分  
 

 
 

学校訪問 
講  座 

消費者教育 
ｻﾎﾟｰﾄｾﾐﾅｰ 

 
 合計 

講座等開催数 9 5 45 2 2 63 

参加者
 対象 一般住民 高齢者 ･ ･  教 員  － 

延人数 1,091 203 2,901 71 25 4,291 

 

第５ 消費者教育の推進 

・児童･生徒から高齢者までを対象に講座等を開催 

第６ 消費者啓発・情報提供の推進 

・ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞやﾒｰﾙﾏｶﾞｼﾞﾝ等による情報提供 

・消費者の特性に応じた啓発資料の作成･配布 

・３Ｒｷｬﾝﾍﾟｰﾝ等の普及啓発による資源ﾘｻｲｸﾙ推進 

・「食育」等を総合的に推進する愛食運動の展開 

第７ 消費者団体との連携、活動の促進 

・(一社)北海道消費者協会の事業に対して助成、 

消費者の自主的な活動を促進 

消費生活ﾘｰﾀﾞｰ養成講座 20 日間 修了者 10 名 

消費者問題学習会     ２回 参加者 40 名 

 

第８ 消費生活施策の総合調整 

・北海道消費生活審議会において、第３次北海道消費生活基本計画の策定や消費生活関連施策の推進状

況などについて審議 

資料３ 


